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（備考）1970（S45）年以前のストック集計は「平成10年住宅・土地統計調査」による。以降は、「住宅着工統計」による着工戸数を加算 1

都内の分譲マンションの現状

◇ 2025（令和7）年度末時点における都内の分譲マンションの総戸数は約205万戸あり、総世帯数（約768万世帯）の

約４分の１に相当するなど、主要な居住形態として広く普及

◇ 近年、新規着工件数は減少傾向にあるが、マンションストックは着実に増加
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◇ 築40年以上経過したマンションの戸数は、2023（令和５）年42.8万戸に比べて、25年後の 2048（令和30）年には約

3.4倍の146.1万戸に達する見込み

◇ 高経年マンションほど、世帯主が65歳以上である割合が高く、「２つの老い」が進行
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（資料）住宅・土地統計調査／総務省

【家計を主に支える者の年齢が65歳以上の世帯の割合（建築年代別）】

【築40年以上のマンション戸数の推移】

（資料）住宅・土地統計調査／総務省、「住宅着工統計」／東京都住宅政策本部を基に作成

（建築年）

都内の分譲マンションの現状

管理組合等による適正な管理・修繕を促進し、既存ストックを長く大切に使用していくことが重要
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届出システム
（令和2年度開始）

都内分譲マンション

【任意事項】

・長期修繕計画

・耐震化の状況

・防災への取組

・環境への取組

等

要届出 11,200棟 区市町村

• 届出受理

• 督促業務

• 助言・指導等

東京都連 携管理状況の届出

届出済 10,810 棟

届出率 約96.5％

• 届出システム

   構築・維持管

理等

管理不全の
兆候がある
マンション※

※「管理不全を予防するための必須事項（７項目）」のいずれかが「ない」又は「いない」のマンション

助言・支援等

【必須事項（７項目）】

 ・管理組合の体制整備

 ・管理者等の設置

 ・管理規約の設定

・総会の開催

 ・管理費の設定

 ・修繕積立金の設定

 ・修繕の計画的な実施

【東京都管理状況届出制度スキーム】

東京都は、平成31年３月に「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」を制定。本条例に基づき、令和２年

４月から管理状況届出制度を開始

① 管理不全の兆候を把握するため、昭和58年以前に建築されたマンションのうち、戸数が６戸以上のものを対象に、管理組合

等から管理状況等について届出を義務化（５年以内ごとに更新）

② 都が届出システムを構築・運用し、管理組合による紙・電子媒体の届出にハイブリッドで対応。都内全ての届出マンションの情

報を一元管理し、区市町村と情報共有を行っている。

③ 区市町村と連携し、届出のないマンションや届出を行ったマンションに対し、適切な維持保及び適正な管理の推進のために必要

な助言・支援等を実施

（資料）管理状況届出制度 集計データ（令和８年３月末時点）

都条例に基づく管理状況届出制度の概要
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◆ 分譲マンション総合相談窓口（令和元年度開設）

マンションの適正な管理や円滑な再生を促進するため、マンション管理士が、

管理組合等からの管理、建替えや改修に関する相談に無料で対応（電話又は対面）

 ◆ 東京都マンション管理、建替え・改修アドバイザー無料派遣（令和２年度開始）

届出を行った管理組合に対し、管理の良好なマンションは１回、管理不全の兆候のある

マンションは５回まで公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンターで実施している。

マンション管理、建替え・改修アドバイザー制度を無料で利用

 ◆ 管理不全予防・改善支援事業（伴走型）（令和７年度開始）

管理組合や管理規約がない等、管理不全の兆候があり、区分所有者のみでは管理の適正化が困難なマンションの

管理運営を支援するため、一定期間、マンション管理士を管理組合の役員等として無料で派遣する事業を開始

（公募：最大５件）

適
切
な
管
理

  

〇 外部管理者方式を活用した外部専門家の派遣等による支援

管理組合

外部専門家

地方自治体

派遣 外部専門家（マンション管理士）が役員に就任し管理
組合運営をサポート・アドバイス

組合運営の
立て直し 

機能低下（管理者がいない、総会の開催なし等）

マンション管理適正化に向けた支援
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（参考）マンション管理アドバイザー制度の詳細
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東京リフォームガイドの作成による普及啓発

事業者の選定については、国交省の「住宅リフォーム事業者団体登録制度」の活用を紹介
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